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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

 

  マラウイ共和国（以下、「マ国」とする）では過去 10 年にわたり、プライマリーヘ

ルスケアー（PHC）重視のアプローチや多くのドナー援助が実施されたが、国民の健康

状態を示す指標はあまり改善しておらず、周辺諸国に比べても特に乳児死亡率、5 歳未

満児死亡率などが高く、アフリカ全体の中でも劣悪な部類に属している。（表 1-1） 

  5 歳未満児の死亡原因及び罹患疾病の主なものは、結核、マラリア、肺炎、下痢性疾

患などであり、住血吸虫症も広く存在する。 

 

表 1-1 周辺国保健指標比較 

乳児死亡率1 5 歳未満児死亡率2 妊産婦死亡率3

 
1997 年 1997 年 1980-97 年 

マラウイ 134 234 620      

タンザニア 92 143 530 

ザンビア 112 202 650 

モザンビーク 130 208 1100 

サハラ以南の平均 105 170 - 

出典：1999 年 UNICEF 資料

 

  保健人口省は 1976 年から予防接種拡大計画（EPI）を開始し、ポリオ及び新生児破傷

風の根絶、麻疹の罹患・死亡率低減などを目標として、小児についてはポリオ・BCG・

DPT（三種混合）・麻疹ワクチン、妊娠可能年齢にある女性・妊産婦については破傷風

ワクチンの予防接種を実施し、比較的高い接種率を維持してきた。しかし、近年これら

の接種率は表 1-2 のとおり低下傾向にある。この主な理由のひとつとして、EPI 用機材

の未整備が挙げられる。ワクチンは毎年各ドナーの協力により何とか確保しているもの

の、各地の保健医療施設にあるコールドチェーン機材は老朽化や故障のために絶対数や

保管容量が不足している。そのため、必要な量のワクチンの配送が受けられなかったり、

供給されたワクチンの適切な保存ができず効力を失い廃棄されてしまう事態が多く生じ

                                            
1 出生時から 1歳になる日までの死亡率で、出生 1,000人あたりの死亡数であらわす。 
2 出生時から 5歳になる日までの死亡率で、出生 1,000人あたりの死亡数であらわす。 
3 出生 10万人あたり妊娠や出産が原因で死亡する女性の数。 
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ている。また、ワクチン配送に必要な車両は絶対数が不足しているうえ現有機材も老朽

化しており、各地の保健医療施設へのワクチン配送が適切に行えない。さらに、農村部

での予防接種活動には不可欠である移動手段（オートバイ）が確保できず、予防接種活

動が満足に行えない状況である。このような状況のもと、「マ」国では予防接種活動に

不可欠であるコールドチェーン機材や配送用機材の整備が喫緊の課題となっている。 

 

表 1-2 過去 5ヵ年の予防接種率（%） 

ワクチン(接種回数/年) 1996 1997 1998 1999 2000 

BCG (1 回) 99 105 100 86 83 

ポリオ（4回） 82 94 93 87 73 

DPT（3 回） 90 95 96 88 75 

麻疹（1回） 90 87 90 85 73 

妊産婦破傷風（5回） - 74 81 63 61 

出典：保健人口省

  

  「マ」国内において、現在予防接種活動を実施している施設は中央病院 5、県病院 22、

ヘルスセンター636 の計 663 施設である。その他に各州都にワクチン倉庫がある。中

央・県病院レベルは電化されており、基本的なインフラは整備されているが、ヘルスセ

ンターの 80%以上は未電化施設であり、電化されている施設においても週 2～3 回は停

電がおこり、安定的な電力供給は困難な状況である。また、水道は普及しておらず、ア

クセス道路のほとんどが未舗装であり、インフラ整備状況は非常に遅れている。 

  予防接種活動を行う主な医療従事者は、各県病院及びヘルスセンターに配置された

HSA（ﾍﾙｽ・ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ・ｱｼｽﾀﾝｽ）である。HSA は 8 週間の教育を受けたあと配置され活動

を行っており、技術的には問題はない。 

 

 

1-1-2  開発計画 

  「マ」国の国家開発政策は「貧困緩和」を最大の課題として揚げ、そのなかで保健セ

クターを教育とともに取り組むべき優先セクターのひとつとしている。 

  保健セクターの長期政策である「2020 年へ向けての保健セクター・ビジョン」を基

に、1999 年 5 月に策定された「国家保健開発計画 1999～2004」によると、対象とす

る 5ヵ年間に取り組むべき課題として、以下のような 8つの目標が定められている。 

① 保健サービスの範囲拡大と質の向上（特に妊産婦及び 5歳未満児） 
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妊産婦死亡率: 620 → 310

乳児死亡率: 134 → 100

5歳未満児死亡率: 234 → 150

 

 

 

② 保健サービスの強化、拡大及び統合による国民の健康状態の改善 

③ 保健医療施設及び基本的保健サービスへのアクセスの向上 

④ 有能な人材の質の維持・向上とこれら人材の効率的・適正な配置 

⑤ すべての保健医療施設における良質なヘルスケアーの提供 

⑥ 資源配分における効率性及び公平性の改善 

⑦ 保健セクターのセクターワイドアプローチの実施強化 

⑧ 保健セクターの資源全体の増強及びその効率的・適正な分配 

 

   「マ」国保健人口省は、これらの上位計画において重要課題の一つとしてあげている

「乳幼児の予防・治療可能な疾病に対する高い罹患・死亡率の低減」を達成するため、

以下のような予防接種拡大計画を策定し、目標の実現に向け取り組んでいる。 

  

 ﾎﾟﾘｵ
2005年までに根絶 （1992年以降ﾎﾟﾘｵと確認された症例の報告はない）

AFPｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ･ｼｽﾃﾑの整備･強化、保健ｻｰﾋﾞｽ提供者の意識･技術の向上、市民への啓蒙等

新生児破傷風

2005年までに根絶（各県において出生1000例に対し1例未満）

妊娠可能年齢にある女性の予防接種率を80％に向上、学校･大学での女性に対する破傷風予防接種実施

麻疹

2003年までに根絶、2002年にﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟとしてNID実施、ﾊｲﾘｽｸ地域における特別ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ強化・ｱｳﾄﾌﾞﾚｲｸに対する対策強化、検査診断の強化等

定常予防接種活動

低予防接種率地域における原因の発見、保健医療施設への監督指導訪問の増加

EPIﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄに関する保健医療従事者の訓練、EPIの重要性の市民への啓蒙

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材・配送用機材の整備等

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-3 社会経済状況 

  1993 年の国民投票により、独立以来のバンダ大統領の独裁政権に終止符が打たれ、民

主国家が誕生した。経済状況は GNP 一人当り 170 米ドル（1998 年度）と非常に低く、

アフリカ大陸の最貧国の一つに数えられている。 

  1980年代より経済構造調整を実施しているが、農業及び農業関連事業に経済基盤をお
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いていることから、旱魃などの気候に影響されるだけでなく、農産物価格の国際市況に

外貨収入を左右されるため、経済運営においても不安定である。都市人口の65%、農村

人口の60%が貧困状況にある。 

  行政上、北部・中部・南部の3州に区分されており、首都リロングェを州都とする中

部、および商工業の中心地ブランタイヤを州都とする南部は、都市部を中心に比較的イ

ンフラ整備は進んでいるが、それに比べムズズを州都とする北部は僻地が多く、人口も

少なく都市部からのアクセス等の悪さからインフラ整備状況は遅れている。 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

 「マ」国保健人口省は、保健セクターの現状において最優先課題である子供の健康改

善のために予防接種計画を策定し、予防接種率を増加させるため現在老朽化したコー

ルドチェーン機材・配送用機材等の更新および不足機材の調達を計画している。しか

し、政府の予算措置や他ドナーの協力も十分でなく、予防接種活動に支障をきたして

いる状況である。このような状況のもと、「マ」国は必要な機材の調達を我が国に要

請してきたものである。要請内容は表1-3のとおりである。 

 なお、当該セクターでは、平成9年度開発調査「プライマリーヘルスケア強化計画調

査」にて「マ」国における保健医療分野の現状、問題点等の調査が実施された。平成

12年度にはプロジェクト形成調査（保健医療分野）にて、「マ」国における予防接種

活動についても調査が行われ、機材の老朽化や絶対数の不足が指摘されている。 

 

表1-3 「マ」国からの要請内容 

No. 品　　目 数　量 No. 品　　目 数　量

A. コールドチェーン B. 配送用
1) 中央倉庫レベル L-1 冷凍バン 3
CC-1 アイスライン式冷蔵・冷凍庫 10 L-2 ピックアップトラック 10
2) 県レベル L-3 オートバイ 20
CC-2 アイスパック用冷凍庫 54 L-4 自転車 650
CC-3 アイスライン式冷蔵冷凍庫 120 その他

CC-4 コールドボックス 200 CC-12 スペアパーツ

CC-5 ソーラー式冷凍冷蔵庫 120 CC-13 技術指導

CC-6 定電圧装置A 100
CC-7 定電圧装置B 350
CC-8 工具セット 60
3) ヘルスセンターレベル
CC-9 ガス式冷凍冷蔵庫 350
CC-10 ケロシン式冷凍冷蔵庫 300
CC-11 ワクチンキャリア 2,500
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我が国の援助動向 

 「マ」国の保健医療分野において、我が国は平成6年度～11年度にプロジェクト方式

技術協力「公衆衛生プロジェクト」を実施して、公衆衛生研究所に対し感染症分野の

医療技術協力を行い、専門家派遣（12名）や研修生の受け入れを行った。また、同セ

クターにおける無償資金協力は表1-4のとおりである。 

表1-4 過去の無償資金協力案件 

 

 

 
平成5年度

 

実施年度 案件名 供与限度額（億円） 案件概要

平成3年度 医療機材整備計画 3.39 医療機材の調達（診察用、手術用，検査用等）

医療機材整備計画 6.58 医療機材の調達（診察用、手術用，検査用等）

 

1-4 他ドナーの援助動向 

 「マ」国の保健医療分野における支援は大別して国際機関（WHO、UNICEF）、諸外国、

国際金融機関（IDA、AfDB）、NGOにより行われている。二国間援助における主要援助

国は、イギリス（DFID）・ドイツ（GTZ及びKFW）・アメリカ（USAID）・台湾等である。

「マ」国では各プログラム毎に定期的にドナー会合が開かれており、関係機関による

調整が行われている。予防接種活動における各機関の援助内容は表１-5のとおりであ

る。 

 

表1-5 予防接種活動における各援助機関の動向 

援助機関名 年度 金額（US$） 支援内容

UNICEF 2000/2001 350,000 人材育成等の技術的支援

WHO 2000/2001 284,000 人材育成等の技術的支援

ｲｷﾞﾘｽ（DFID） 2000/2001 4,064,394 ワクチン供給（BCG、ポリオ、 三種混合(DPT)、 麻疹、
破傷風）及びｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材等の無償供与

ﾄﾞｲﾂ（KFW） 2002/2003 1,666,560 ワクチン供給BCG、ポリオ、 破傷風の無償供与

ﾄﾞｲﾂ（KFW） 2001/2002/2003 259,000 配布用機材（部品等）の無償供与

GAVI 2002～2007 6,500,000 注射器、5種混合ﾜｸﾁﾝの無償供与
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

2-1 プロジェクトの実施体制 

 

2-1-1 組織・人員 

 本プロジェクトの主官庁は保健人口省である（中央本部総職員数約 250 名）。本プロ

ジェクトの実施にあたっては予防保健局の国家 EPI ユニット（5 名）が統括している。

北・南部州に EPI オフィサー（各 1 名）が置かれ、EPI 活動の調整を行っており、又、

県レベルでは通常 2 名の EPI コーディネーターが県内のワクチン供給管理を行っている。

組織図を図 2-1、EPI プログラム実施体制を図 2-2 に示す。 
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図 2-1 ｢マ｣国保健人口省組織図 
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予防保健局
Preventive Health Services

国家ＥＰＩロジステック・ｵﾌｨｻｰ
National EPI Logistic Officer

国家ＥＰＩ保管管理ｵﾌｨｻｰ
National EPI Sotores Officer

国家ＥＰＩﾃﾞｰﾀ‐・ｵﾌｨｻｰ
National EPI Data Officer

州ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ技術者
Regional Cold ChainTechnician

州EPI ｵﾌｨｻｰ
Regional EPI Officer

県母子保健・EPIｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
District MCH/EPI Coordinator

県ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ技術者
District Cold Chain Technician

国家ＥＰＩﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｰｼﾞｬｰ
 National EPI Programme Manager

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰｵﾌｨｻｰ
Health Center Officer

 

 

図 2-2 EPI プログラム実施体制 

 

 各施設における予防接種は県病院レベルでは毎日、ヘルスセンターレベルでは曜日を

決めて週に 1 回又は 2 回程度実施されている。ヘルスセンターへのアクセスが困難な地

域では月に 1 回程度の巡回接種が実施されている。これらの活動は各県病院及びヘルス

センターに配置された HSA（ﾍﾙｽ･ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ･ｱｼｽﾀﾝｽ、約 3,300 名）を中心に行われている。

また、HSA は、予防接種活動のモニタリングおよび住民へのワクチン接種日通知やワク

チン接種活動の広報、あるいは接種日に来所しない住民に参加を促したり、新生児の出

生を確認する等の予防接種啓蒙活動も行っている。 

 

 「マ」国におけるワクチン供給体制は図 2-3 のとおりである。ワクチンは中央ワクチ

ン倉庫（中部州兼用）から北部・南部州ワクチン倉庫に供給され、さらに県ワクチン倉

庫、ヘルスセンターへと配送される。各州ワクチン倉庫には通常 2～3 名、県ワクチン

倉庫には最低 1名の管理要員が配置され、適正にワクチン等が管理されている。 
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図 2-3 ワクチン供給体制 

636施設

2,690施設

5県ﾜｸﾁﾝ倉庫（県病院）

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ

ｱｳﾄﾘｰﾁｸﾘﾆｯｸ

南部州ﾜｸﾁﾝ倉庫

空港

北部州ﾜｸﾁﾝ倉庫
中央ﾜｸﾁﾝ倉庫（中部州兼

用）

9県ﾜｸﾁﾝ倉庫（県病院） 12県ﾜｸﾁﾝ倉庫（県病院）

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ

ｱｳﾄﾘｰﾁｸﾘﾆｯｸｱｳﾄﾘｰﾁｸﾘﾆｯｸ

 

2-1-2  財政・予算 

 国家総予算に占める保健支出は、国家予算自体が非常に限られているなかで毎年 6～

10%を確保してきている。それらのうち予防接種活動における過去 3 年間の支出は表 2

‐1 の通りである（2000 年度は計画）。人件費は国家予算より支出されているが、ワク

チン等の購入に関してはほとんどがドナーの援助によるものである。よって毎年の予算

はドナーの動向に大きく左右される。しかし、「マ」国においては定期的なドナー会合

を通してドナー間調整が進んでおり、必要なワクチン・注射器等の調達は問題なく実施

されている。 

表 2-1 予防接種活動予算 

 

 支出内訳 1998（実積） 割合（%） 1999（実績） 割合（%） 2000（計画） 割合（%）

人件費 ﾏﾗｳｲ政府 650.0 23.0 667.7 21.8 667.7 10.3

開発支出（ﾄﾞﾅｰ援助） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ﾜｸﾁﾝ・注射器等購入費 ﾏﾗｳｲ政府 167.4 6.0 216.3 7.1 204.7 3.1

開発支出 --- --- 1,237.4 40.3 4,276.3 65.9

維持管理費 ﾏﾗｳｲ政府 215.6 8.0 278.9 9.1 290.5 4.5

開発支出 --- --- 227.5 7.4 349.7 5.4

ﾓﾆﾀｰ等活動費 ﾏﾗｳｲ政府 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

開発支出 --- --- 154.7 5.0 535.4 8.2

事務所経費等 ﾏﾗｳｲ政府 160.8 6.0 166.8 5.4 166.8 2.6

開発支出 --- --- 118.4 3.9 0.0 0.0

小計 ﾏﾗｳｲ政府 1,193.8 43.0 1,329.7 43.4 1,329.7 20.5

開発支出 1,605.6 57.0 1,738.0 56.6 5,161.4 79.5

 

 

 

 

 

 

 

     合　計 2,799.4 100.0 3,067.7 100.0 6,491.1 100.0

20001998 1999

単位:1000US$
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2-1-3 技術水準 

 実施機関の職員は医学や公衆衛生学等の学位を取得しており、専攻した分野の知識や

経験を含め高い能力を有している。中央の保健人口省には各援助機関から派遣されたテ

クニカルアドバイザーが常駐し、技術的支援を行っている。また、UNICEF 等により、

予防接種活動に関する講習会等も頻繁に実施されており、本プロジェクトの実施におけ

る技術的な問題はないと考えられる。ワクチン接種をおこなう HSA は８週間の研修が義

務づけられており、研修を終了した者だけが予防接種活動や衛生教育を行う体制が整え

られている。 

 

  2-1-4  既存の施設・機材 

   (1) 既存施設の現状 

   「マ」国内において、現在予防接種活動を実施している施設は、中央病院 5、県病院4 

22、ヘルスセンター636 の計 663 施設である。その他に各州都にワクチン倉庫がある。 

 
表2-2 「マ」国内予防接種活動施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

電化 未電化 電化 未電化 電化 未電化

北部州 1 0 4 0 13 128 146

1 ﾁﾃｨﾊﾟ県 1 0 20 21

2 ｶﾛﾝｶﾞ県 1 1 18 20

3 ﾝｶﾀﾍﾞｲ県 1 3 27 31

4 ﾙﾑﾌｨ県 1 3 16 20

5 ﾑｼﾞﾝﾊﾞ県 1 6 54

中部州

47

2 0 8 0 35 190 235

6 ｶｽﾝｸﾞ県 1 4 23 28

7 ﾝｺﾀｺﾀ県 1 2 15 18

8 ﾝﾁｼ県 1 0 10 11

9 ﾄﾞﾜ県 1 2 17 20

10 ｻﾘﾏ県 1 4 17 22

11 ﾘﾛﾝｸﾞｪ県 2 18 63

12 ﾑﾁﾝｼﾞ県 1 2 14 17

13 ﾃﾞｻﾞ県 1 2 21 24

14 ﾝﾁｪｳ県 1 1 30 32

南部州

43

2 0 10 0 64 206 282

15 ﾏﾝｺﾞﾁ県 1 7 26 34

16 ﾏﾁﾝｶﾞ県 1 5 18 24

17 ﾊﾞﾗｶ県 1 2 11 14

18 ｿﾞﾝﾊﾞ県 1 6 31

19 ﾁﾗｽﾞﾙ県 1 5 7 13

20 ﾌﾞﾗﾝﾀｲﾔ県 1 12 40

21 ﾑﾜﾝｻﾞ県 1 2 11 14

22 ﾁｮﾛ県 1 11 22 34

23 ﾑﾗﾝｼﾞｪ県 1 6 16 23

24 ﾊﾟﾛﾝﾍﾞ県 1 0 11 12

25 ﾁｸﾜﾜ県 1 3 18 22

26 ﾝｻﾝｼﾞｪ県 1 5 15 21

計 5 0 22 0 112 524 663

県　名 小計
ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ中央病院 県病院

24

27

4 26県のうち 22県は、県病院が県保健局に併設されておりその機能を兼任している。ﾑｼﾞﾝﾊﾞ､ﾘﾛﾝｸﾞｪ､ｿﾝﾊﾞ､ﾌﾞﾗﾝﾀｲﾔの 4 県では中央病

院に保健局が設置されている。（なお、ﾘﾛﾝｸﾞｪには中央病院が 2施設ある。） 
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 (2) 既存機材の現状 

   「マ」国の予防接種活動実施施設の主な現有機材の状況は表 2-3 のとおりである。冷

蔵庫の約 40%、ピックアップトラックの約 40%が故障や老朽化のため稼動に支障をきた

している状況である。 

 
表 2-3 主な現有機材の状況 

 

既存数
故障及び
老朽化

稼動機材 既存数 故障機材 稼動台数 既存数 故障機材 稼動台数

州保健局 15 2 13 1 0 1 2 1

ﾁﾃｨﾊﾟ県 30 12 18 1 1 0 5 2

ｶﾛﾝｶﾞ県 26 7 19 1 1 0 5 2

ﾝｶﾀﾍﾞｲ県 54 20 34 3 3 0 5 1

ﾙﾑﾌｨ県 30 11 19 1 0 1 11 4 7

ﾑｼﾞﾝﾊﾞ県 59 20 39 2 0 2 7 4

214 72 142 9 5 4 35 14

州保健局 30 5 25 5 2 3 1 1

ｶｽﾝｸﾞ県 36 12 24 0 0 0 8 5

ﾝｺﾀｺﾀ県 26 6 20 0 0 0 5 1

ﾝﾁｼ県 18 8 10 2 1 1 5 2

ﾄﾞﾜ県 34 14 20 1 0 1 4 1

ｻﾘﾏ県 26 5 21 1 0 1 4 0

ﾘﾛﾝｸﾞｪ県 58 26 32 2 0 2 11 1 10

ﾑﾁﾝｼﾞ県 25 10 15 2 2 0 6 4

ﾃﾞｻﾞ県 30 16 14 1 0 1 4 1

ﾝﾁｪｳ県 33 19 14 1 1 0 6 2

316 121 195 15 6 9 54 18 36

州保健局 9 3 6 3 1 2 2 1

ﾏﾝｺﾞﾁ県 37 11 26 1 0 1 5 1

ﾏﾁﾝｶﾞ県 32 18 14 1 0 1 5 2

ﾊﾞﾗｶ県 17 11 6 0 0 0 3 1

ｿﾞﾝﾊﾞ県 39 10 29 2 1 1 6 1

ﾁﾗｽﾞﾙ県 13 8 5 1 0 1 6 3

ﾌﾞﾗﾝﾀｲﾔ県 34 15 19 1 0 1 5 1

ﾑﾜﾝｻﾞ県 23 10 13 1 0 1 10 2 8

ﾁｮﾛ県 40 20 20 1 0 1 6 4

ﾑﾗﾝｼﾞｪ県 23 13 10 1 0 1 10 8 2

ﾊﾟﾛﾝﾍﾞ県 16 9 7 0 0 0 3 1

ﾁｸﾜﾜ県 24 8 16 1 0 1 8 1

ﾝｻﾝｼﾞｪ県 29 13 16 1 1 0 8 4

336 149 187 14 3 11 77 30 47

866 342 524 38 14 24 166 62 104

ｵｰﾄﾊﾞｲﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸ冷蔵庫

州　名

合　計

北部州

1

3

3

4

3

21

0

3

4

3

3

4

2

3

4

1

4

3

2

5

3

4

2

2

7

4

中部州

南部州
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2-2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

  （道路） 

  道路輸送は「マ」国内で最も主要な輸送手段であり、主要都市間を結ぶ幹線道路は舗

装され、定期的な維持管理も行われており比較的整備されている。しかしながら、本プ

ロジェクトの主な対象施設であるヘルスセンターへのアクセス道路は、殆どが未舗装道

路であり、特に雨期においては道路状況が悪く長期間アクセス出来ない施設もある。道

路総延長距離は 14,157km (1993 年)で、舗装率は約 17%である。 

  

 （通信） 

  県病院レベルまでは電話が設置されているが、必要なときにつながらないことも多く、

特に救急用の通信設備としては電話より無線が利用されている。ヘルスセンターレベル

では電話のある施設は少なく、UNICEF 等の援助によるソーラー式無線機等が使用され

ている。また、都市部には無線機を搭載した救急車も数台配備されている。 

 

 （電力） 

  「マ」国全体の電化率は 20%に満たない。県病院レベルまでは電化されているが、ヘ

ルスセンターレベルでは 80%以上が未電化施設である。また、電化されている施設にお

いても週 2～3 回は停電がおこり、安定した電力供給は困難な状況である。このため、

州ワクチン倉庫や県病院等では非常用としてディーゼル発電機が設置されている。 

 

 （水供給設備） 

  既存の保健医療施設は基本的には水供給設備が付帯されているが、揚水ポンプの故障、

水槽の老朽化や配管の不具合等から、実際に機能しているのは全体の半数以下である。

大半のヘルスセンターでは水道は普及しておらず、井戸水を使用している。 

 

 2-2-2 自然条件 

  「マ」国はアフリカ大陸南東部に位置し、北部をタンザニア、西部をザンビア、南

部・東部をモザンビークに囲まれた内陸国である。総面積は約 12 万km2で、ほぼ北海道

と九州を合わせた大きさである。地形は南北に細長く、マラウイ湖を含む湖群が国土全
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体の 20%を占める。東部にあるマラウイ湖はアフリカで 3番目に大きい湖である。 

  気候は熱帯サバンナ気候帯に属する。気温と降水量は海抜 36m から 3,048m に至る標

高によって大きく変化する。1 年の気候は、暑い乾期（9～11 月、平均最高気温

29.4℃）、温暖な雨期（11～4 月、平均最高気温 26.7℃）及び涼しい小乾期（5～8 月、

平均最高気温 22.2℃）に大別される。 

   

 2-2-3  その他 

    本計画の実施による環境への影響は特にない。 
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第 3章 プロジェクトの内容 

 

 3-1 プロジェクトの概要 

 

  「マ」国保健人口省は、上位計画において重要課題の一つとしてあげている乳幼児の

予防・治療可能な疾病に対する高い罹患・死亡率を解決するため、完全接種率を 90%以

上に引き上げ、2005 年までにポリオ・新生児破傷風の根絶を達成することを目標とし

ている。この中で本プロジェクトは、「マ」国の保健医療施設において老朽化したコー

ルドチェーン機材・ワクチン配布用車両等を更新するとともに不足機材を配備して、全

国的な予防接種活動の強化をはかり、予防接種率の改善を図ることを目標としている。 

  本プロジェクトは、上記目標を達成するため、｢マ｣国の保健医療施設を対象に、コー

ルドチェーン機材・配送用車両などを調達するものであり、機材が有効活用されること

により、予防治療を促進して全国的な保健衛生の向上に資するものである。 

 

 3-2 協力対象事業の基本設計 

 3-2-1 設計方針 

 

  適切な予防接種活動を実施するため、｢マ｣国全土のワクチン供給体制の整備に必要な

コールドチェーン機材・ワクチン配布用車両・予防接種活動用車両の配置計画を「マ」

国政府からの要請に基づき設計する。 

 

① 基本方針 

 対象地域は、北部・中部・南部州と各州管轄の 26 県を含む「マ」国全土とする。 

 対象施設は州ワクチン倉庫（3 ヵ所）、県保健局（26 ヵ所）及びヘルスセンター

（636 ヵ所）の各レベルとし、各施設において必要な機材を選択する。 

 

１）調達品目 

 

A) コールドチェーン機材 

 a) 州ワクチン倉庫用 

 現有機材のうち故障及び老朽化により稼動に支障をきたしているワクチン保管用ア
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イスライン冷凍冷蔵庫を更新する。州ワクチン倉庫から県保健局へのワクチンの輸送

用に使用するコールドボックスについても不足分を配備する。 

 

 ｂ）県保健局用 

 県保健局からヘルスセンターへのワクチン輸送用として使用するコールドボックス

の不足数を配備する。また、ワクチンを適温で輸送するために必要なアイスパックの

製造能力不足に対応するため、専用のアイスパック冷凍庫を配備する。 

 

 ｃ）ヘルスセンター用 

 ワクチン保管用小型冷蔵庫について故障及び老朽化分の更新および不足機材の補完

分を配備する。各地域のインフラ状況を考慮し、以下の現地事情に見合った機材を計

画する。基本的にガス供給施設が整備されている地域にはガス式冷凍冷蔵庫、ガス供

給施設のない地域はケロシン式冷凍冷蔵庫を選択する。なお、農村部の僻地の施設は、

未電化のうえ雨期等による道路事情の悪化によりワクチンや燃料（ガス・ケロシン）

の安定供給が困難であり、予防接種活動が長期にわたり停止せざるを得ない状況とな

る。このため、保健人口省は今後全国的にこうした状況にある施設においてソーラー

システムの導入を検討している。本プロジェクトにおいては、同省の維持管理能力を

考慮した上で、対象地域を選定しソーラー式冷凍冷蔵庫を配備する。 

 アウトリーチクリニックへのワクチン輸送用として使用するワクチンキャリアにつ

いて、不足分を配備する。 

 

 なお、故障の主な原因といえる不安定な電力供給に対処するため、冷蔵庫用に定電

圧装置を配備する。 

 

 B) 車両 

 基本的に既存機材が廃棄状態であるか老朽化の著しいものの更新及び不足機材の配

備とし、使用目的に合わせて州ワクチン倉庫、県保健局に配備する。 

  

 a) 州ワクチン倉庫用 

 中央ワクチン倉庫から各州、各州から各県ワクチン倉庫へのワクチンや機材の配送

用として、カーゴトラックを各州ワクチン倉庫に配備する。使用計画の詳細は以下表
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3‐1 のとおりである。 

表 3‐1 カーゴトラック使用計画 
北部州配備機材

活動内容 業務場所 頻　度 年間活動日数 走行距離 年間走行距離

1 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬入 1ヵ所 年4回 8日（1業務2日） 平均300Km（片道） 2,400Km

2 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬出 5ヵ所(県） 年12回（月1回） 120日（1業務2日） 平均130Km（片道） 15,600Km

3 ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材等の搬出･入 〃 随時 2と兼務 -- --

4 故障機材の搬出･入 随時 24回（月2回程度） 48日（1業務2日） 平均130Km（片道） 6,240Km

176日 24,240Km

中部州配備機材

活動内容 業務場所 頻　度 年間活動日数 走行距離 年間走行距離

1 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬入 1ヵ所 年4回 4日 平均30Km（片道） 240Km

2 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬出 9ヵ所（県） 年12回（月1回） 156日（1業務1～2日） 平均90Km（片道） 19,440Km

3 ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材等の搬出･入 〃 随時 2と兼務 -- --

4 故障機材の搬出･入 随時 24回（月2回程度） 48日（1業務2日） 平均90Km（片道） 4,320Km

208日 24,000Km

南部州配備機材

活動内容 業務場所 頻　度 年間活動日数 走行距離 年間走行距離

1 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬入 1ヵ所 年4回 8日（1業務2日） 平均300Km（片道） 2,400Km

2 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬出 12ヵ所（県） 年12回（月1回） 192日（1業務1～2日） 平均80Km（片道） 23,040Km

3 ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材等の搬出･入 〃 随時 2と兼務 -- --

4 故障機材の搬出･入 随時 24回（月2回程度） 48日（1業務2日） 平均80Km（片道） 3,840Km

248日 29,280Km

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｂ）県保健局用 

 県ワクチン倉庫から管轄のヘルスセンターへのワクチンや機材・燃料の配送等のた

め、現在稼動している車両が１台もない県にピックアップトラックを配備する。 

 使用計画の詳細は以下表 3‐2のとおりである。 

 

表 3‐2 ピックアップトラック使用計画 

活動内容 業務場所 頻　度 年間活動日数 走行距離 年間走行距離

1 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬送 平均25ヵ所 年12回（月1回） 60日（1回に5ヵ所程度） 平均100Km 6,000Km

2 燃料（ｶﾞｽ・ｹﾛｼﾝ）等の搬送 〃 〃 1と兼務 -- --

3 監督、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等 〃 〃 60日（1回に5ヵ所程度） 平均100Km 6,000Km

4 予防接種啓蒙活動 〃 〃 〃 平均100Km 6,000Km

5 機材の定期点検 〃 〃 〃 平均100Km 6,000Km

6 機材の修理 随時 随時 5と兼務 -- --

240日 24,000Km

 

 

 

 

 

   ＊予防接種啓蒙活動とは、住民へのワクチン接種日通知やワクチン接種活動の広報、あるいは

接種日に來所しない住民に参加を促したり、新生児の出生を確認することである。 

 

 また、遠隔地の巡回接種やモニタリング活動等に使用されているオートバイについ

て、必要に応じて当局やヘルスセンターが予防接種活動用として有効的に活用できる

よう、稼動台数が不足している県保健局に配備する。 

 使用計画の詳細は以下表 3‐3のとおりである。 
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表 3‐3 オートバイ使用計画 

 活動内容 業務場所 頻　度 年間活動日数 走行距離 年間走行距離

1 巡回接種活動 平均5ヵ所 週5日程度 250日 平均20Km(片道） 10,000Km

2 ﾜｸﾁﾝ・注射器等の搬送 〃 〃 1と兼務 -- --

3 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・予防接種啓蒙活動 〃 週1回程度 50日 平均20Km(片道） 1,000Km

300日 11,000Km

 

 

 

＊巡回接種活動とは、ヘルスセンターへのアクセスが困難な地域住民へのワクチン接種や來所

が困難な住民への接種活動である。 
 

  

C）修理用工具 

 冷蔵庫・車両等の簡易修理用工具（スパナセット・ドライバーセット等）を各州ワ

クチン倉庫（3州）及び県保健局（26 県）に配備する。 

  

  2）調達数量 

 計画数量ならびに算定理由は表 3‐4のとおりである。 

表 3‐4 各機材算定理由 

  
No. 機　材 計画数量 調達計画 理　由

1 ｱｲｽﾗｲﾝ冷凍冷蔵庫 10台
北部州ﾜｸﾁﾝ倉庫用に2台
中部ﾜｸﾁﾝ倉庫用に5台
南部州ﾜｸﾁﾝ倉庫用に3台

各州ﾜｸﾁﾝ倉庫用既存機材54台のうち、現在故障及び老朽化
により稼動していない機材10台の更新

2 ｱｲｽﾊﾟｯｸ用冷凍庫 54台
26県保健局ﾜｸﾁﾝ倉庫用に2台
（人口の多いﾘﾛﾝｸﾞｪ及びﾌﾞﾗﾝﾀｲﾔは3台）

各県保健局にはｱｲｽﾊﾟｯｸ専用冷凍庫がなく専用のものが最
低県に2台必要

3 ｶﾞｽ式冷凍冷蔵庫 250台
各県ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ用機材のうち、機材の更新と
して179台及び現在機材のない施設用とし
て71台

南部州を中心としてｶﾞｽ式冷蔵庫を現在使用しているか、使
用する予定である未電化ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ用として、既存機材中
（215台）現在故障及び老朽化により活動に支障をきたして
いる機材（179台）の更新及び現在機材のない施設用として
（71台）を配備する

4 ｹﾛｼﾝ式冷凍冷蔵庫 175台
各県ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ用機材のうち、機材の更新と
して153台及び現在機材のない施設用とし
て22台

北部州等のｶﾞｽ供給体制の未整備な地域・地区において、ｹﾛ
ｼﾝ式冷蔵庫を使用している未電化ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ用として、既存
機材中（267台）現在故障及び老朽化により活動に支障をき
たしている機材（153台）の更新及び現在機材のない施設用
として（22台）を配備する

5 ｿｰﾗｰ式冷凍冷蔵庫 15台
5県（ｶﾛﾝｶﾞ県、ﾝｺﾀｺﾀ県、ﾊﾞﾗｶ県、ﾝｻﾝｼﾞｪ
県、ﾊﾟﾛﾝﾍﾞ県）の3施設用に配備

電気のない辺境地及びｱｸｾｽ道路事情等により、燃料等の安
定供給が困難な地域のﾍﾙｽｾﾝﾀｰ用として、以下のとおり5県
を選択し配備する
1.3州（北・中・南部）から最低各1候補地を選択する
2.各州において辺境地及びアクセス道路の未整備等により
燃料等の安定供給ができない地域（カロンガ県、ンコタコ
タ県、バラカ県）
3.洪水等により交通の遮断される地域（ンサンジェ県）
4.山岳部の辺境地域（パロンベ県）

6 ｺｰﾙﾄﾞﾎﾞｯｸｽ 75台
3州ﾜｸﾁﾝ倉庫用に44台及び
ﾘﾛﾝｸﾞｪ県に31台

各州ﾜｸﾁﾝ倉庫より県保健局間及び県保健局よりﾍﾙｽｾﾝﾀｰ間
のﾜｸﾁﾝ輸送に使用
最低必要数として3州ﾜｸﾁﾝ倉庫用に県数×3台（78個)及び
各県保健局にﾍﾙｽｾﾝﾀｰ数×1台（636台）の計714台必要とな
る。各県の既存機材数との差は合計198個となる。この数量
に予備2個を加えた200個が要請数量であるが、ﾕﾆｾﾌ経由ﾄﾞ
ﾅｰより125個が供与される予定であるため本計画では残りの
75個を対象とする。州ﾜｸﾁﾝ倉庫及びﾘﾛﾝｸﾞｴ県に配備する。
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7 ﾜｸﾁﾝｷｬﾘｱ 2,000個 各ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ用に平均5個

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰよりｱｳﾄﾘｰﾁｸﾘﾆｯｸ等へのﾜｸﾁﾝ輸送及び検査用ｻﾝﾌﾟﾙ
の輸送に使用
最低必要数として各ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ×5　（各ﾍﾙｽｾﾝﾀｰに対し平均5
ｱｳﾄﾘｰﾁｸﾘﾆｯｸ数、2,690/636）の計3,185台必要となる。既
存機材数との差は合計2,020個となる。本計画では計2000
個を各県に必要数量配備する。

8 定電圧装置A 64台
No.1及び2の電気式冷蔵庫用に各1台
（州及び県）

故障の原因といえる電気事情に対処する必要がある。
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ式冷蔵庫用

9 定電圧装置B 100台 電化ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ施設に各1台

故障の原因といえる電気事情に対処する必要がある。
吸収式冷蔵庫用
電化のﾍﾙｽｾﾝﾀｰ（112施設）を対象に各施設に最低1台配備
する。なおﾘﾛﾝｸﾞｪ県については電気事情が他県に比較して
良好であるため、18施設中6施設を対象とする。

10 工具ｾｯﾄ 29ｾｯﾄ 各県保健局及び北・中・南部州に各1ｾｯﾄ
冷蔵庫・自転車等の機材の修理用
3州及び26県の29施設

11 ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ 3台 北・中・南部州ﾜｸﾁﾝ倉庫に各1台
州ﾜｸﾁﾝ倉庫より各県保健局ﾜｸﾁﾝ倉庫へのﾜｸﾁﾝ及び冷蔵庫等
の機材の配送用

12 ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸ 10台 県保健局用（10県に各1台）

現在機材の故障・老朽化及び不足等により稼動する機材が
ない10県（北部州：ﾁﾃｨﾊﾟ、ｶﾛﾝｶﾞ、ﾝｶﾀﾍﾞｲの3県、中部
州：ｶｽﾝｸﾞ、ﾝｺﾀｺﾀ、ﾑﾁﾝｼﾞ、ﾝﾁｪｳの4県、南部州：ﾊﾞﾗｶ、ﾊﾟ
ﾛﾝﾍﾞ、ﾝｻﾝｼﾞｪの3県）に対して、各県保健局EPI活動用とし
て各1台配備する。

13 ｵｰﾄﾊﾞｲ 21台 県保健局用（21県に各1台）

現在、故障・老朽化及び不足等により稼動する既存機材台
数が、巡回接種活動等に必要な最低台数の5台未満である21
県（全26県中北部州：ﾙﾑﾌｨ県、中部州：ﾘﾛﾝｸﾞｪ県、南部
州：ｿﾞﾝﾊﾞ、ﾑﾜﾝｻﾞ、ﾁｸﾜﾜの3県を除く）に対して、各県保
健局EPI活動用として各1台配備する。

  

  ② 自然条件に対する方針 

  主要道路は比較的舗装されているが、ヘルスセンターへのアクセス道路は未舗装道

路が多く、特に雨期にはアクセスが困難になるためこれらを考慮した仕様（全輪駆動

車、オフロード用オートバイ等）が必要である。また、雨期には多量の雨が降るため

車両は幌付とする。 

 

 ③ 社会経済条件に対する方針 

  都市部においても電力事情は整備されているとは言いがたく、全国的に未電化施設

がほとんどである。未電化施設では代替エネルギーとして LP ガス、ケロシンが利用

されており、これらの未電化施設には、ガス式、ケロシン式、ソーラー式冷蔵・冷凍

庫を各地域の状況に合わせて調達する必要がある。また、電化されている施設におい

ても頻繁に停電が起こり、電圧の変化も著しい。このため機材の故障や劣化を防止す

る観点から定電圧装置が必要である。 

 

 ④ 実施機関の運営・維持管理能力に対する対応方針 

  現在、「マ」国において一般に広く使用されている機種を選定し、技術者が維持管
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理を容易に行えるようにする。また、必要機材については、当初必要な一定量のスペ

アパーツを調達する。車両に関しては継続したスペアパーツの調達、修理指導等の必

要があるため、現地代理店のある機材を調達する。また、納入時にはメーカーが機材

の使用及び維持管理方法の説明を充分に行なうこととする。 

 

 ⑤ 機材等のグレードの設定に係る方針 

  コールドチェーン機材については WHO が EPI 用機材として規定する品質基準に適合

する製品とする。車両等に関しては、「マ」国における道路状況、現有機材等を参考

にし、機材のグレードを選定する。 

 

 ⑥ 調達方法、工期に係る方針 

  内陸国であるため近隣諸国の主要港から内陸輸送となる。そのため、通過国におい

て円滑な陸揚げ作業・通行の遂行が求められる。工期は、標準的資機材の調達である

ので単年度とする。 
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3-2-2 基本計画（機材計画） 

  本プロジェクトにおける調達予定機材について主な仕様、台数、使用目的を表 3‐5

に示す。 

表3‐5 機材の内容 

 
No. 機　材 内　容 計画数量 用　途

1 ｱｲｽﾗｲﾝ冷凍冷蔵庫 ｺﾝﾌﾟﾚｽ式、総容量：約160㍑ 10台 ﾜｸﾁﾝ等保存用

2 ｱｲｽﾊﾟｯｸ用冷凍庫 ｺﾝﾌﾟﾚｽ式、総容量：ｱｲｽﾊﾟｯｸ約140個 54台 ｱｲｽﾊﾟｯｸ製造用

3 ｶﾞｽ式冷凍冷蔵庫 吸収式、容量：約50㍑（冷蔵庫内） 250台 ﾜｸﾁﾝ等保存用

4 ｹﾛｼﾝ式冷凍冷蔵庫 吸収式、容量：約50㍑（冷蔵庫内） 175台 ﾜｸﾁﾝ等保存用

5 ｿｰﾗｰ式冷凍冷蔵庫 総容量：約60㍑、ｿｰﾗｰパネル、ﾊﾞｯﾃﾘｰ等 15台 ﾜｸﾁﾝ等保存用

6 ｺｰﾙﾄﾞﾎﾞｯｸｽ 総容量：約8㍑、重量：約20ｋｇ 75台 ﾜｸﾁﾝ輸送用

7 ﾜｸﾁﾝｷｬﾘｱ 容量：約2㍑以上 2,000個 ﾜｸﾁﾝ輸送用

8 定電圧装置A ｺﾝﾌﾟﾚｽ式冷蔵庫用 64台 定電圧用

9 定電圧装置B 吸収式冷蔵庫用 100台 定電圧用

10 工具ｾｯﾄ 一般修理用 29ｾｯﾄ 冷蔵庫・自転車等の修理用

11 ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ 4×2、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ、ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ：約3ﾄﾝ 3台 ﾜｸﾁﾝ等の輸送

12 ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸ 4WD、ﾀﾞﾌﾞﾙｷｬﾌﾞ、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 10台 ﾜｸﾁﾝ等の輸送及びﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等

13 ｵｰﾄﾊﾞｲ ｵﾌﾛｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ、125ccｸﾗｽ 21台 ﾜｸﾁﾝ等の輸送及びﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

   

  「マ」国からは当初、自転車の要請があったが、UNICEF より 2001 年に 1,000 台調達

され各ヘルスセンターに配備される予定であるため、本無償資金協力の対象外とした。

また、ワクチン配送用冷凍車は、「マ」国の人口・国土面積・維持管理等の状況を考慮

した結果、カーゴトラックに変更となった。 
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  本プロジェクトにおける各機材配備予定計画は表 3‐6のとおりである。 

 

表 3‐6 各機材配備予定計画 

 

 
機材名

ｱｲｽﾗｲﾝ式冷
蔵庫

ｱｲｽﾊﾟｯｸ用
冷凍庫

ｶﾞｽ式
冷蔵庫

ｹﾛｼﾝ式
冷蔵庫

ｿｰﾗｰ式
冷蔵庫

ｺｰﾙﾄﾞ
ﾎﾞｯｸｽ

ﾜｸﾁﾝｷｬﾘｱ
定電圧装置

A
定電圧装置

Ｂ
工具ｾｯﾄ ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ

ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ
ﾄﾗｯｸ

ｵｰﾄﾊﾞｲ

数量 10 54 250 175 15 75 2000 64 100 29 3 10 21

北部州

 
1

 

 

 

 

ﾁﾃｨﾊﾟ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 12 85

2 ｶﾛﾝｶﾞ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 8 3 50 1

3 ﾝｶﾀﾍﾞｲ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 26 115 3

ﾙﾑﾌｨ県 県保健局 2 2 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 11 50 3

ﾑｼﾞﾝﾊﾞ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 21 185 6

州保健局（ﾜｸﾁﾝ倉庫） 2 13 2 1 1

州

4

5

中部

 

 

 

 

 

 

 

 

6 ｶｽﾝｸﾞ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 12 95 4

7 ﾝｺﾀｺﾀ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 1 6 3 55 2

ﾝﾁｼ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 2 7 10

ﾄﾞﾜ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 15 65 2

10 ｻﾘﾏ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 8 70 4

11 ﾘﾛﾝｸﾞｪ県 県保健局 3 31 3 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 27 9 190 6

ﾑﾁﾝｼﾞ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 3 7 40 2

ﾃﾞｻﾞ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 25 40 2

ﾝﾁｪｳ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 20 5 100 1

中央ﾜｸﾁﾝ倉庫 5 25 5 1 1

州

8

9

12

13

14

南部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 ﾏﾝｺﾞﾁ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 21 120 7

ﾏﾁﾝｶﾞ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 27 50 5

ﾊﾞﾗｶ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 6 7 3 40 2

ｿﾞﾝﾊﾞ県 県保健局 2 2 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 4 6 80 6

19 ﾁﾗｽﾞﾙ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 12 30 5

20 ﾌﾞﾗﾝﾀｲﾔ県 県保健局 3 3 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 25 130 12

ﾑﾜﾝｻﾞ県 県保健局 2 2 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 11 30 2

ﾁｮﾛ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 18 4 130 11

ﾑﾗﾝｼﾞｪ県 県保健局 2 2 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 7 7 65 6

24 ﾊﾟﾛﾝﾍﾞ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 7 4 3 25 0

25 ﾁｸﾜﾜ県 県保健局 2 2 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 17 95 3

ﾝｻﾝｼﾞｪ県 県保健局 2 2 1 1 1

ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ 17 3 55 5

州保健局（ﾜｸﾁﾝ倉庫） 3 6 3 1 1

計 10 54 250 175 15 75 2000 64 100 29 3 10 21

16

17

18

21

22

23

 

26
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  コールドチェーン機材等は、WHO が EPI 用機材として規定する品質基準に適合する製

品を採用するが、それらの機材は日本では製造されていないため第三国製品を調達する

必要がある。主な機材調達想定国を以下表 3‐7に示す。 

 

表 3‐7 主な機材調達想定国 

 No. 機　材 現地 日本 第三国

1 ｱｲｽﾗｲﾝ冷凍冷蔵庫 ○

2 ｱｲｽﾊﾟｯｸ用冷凍庫 ○

3 ｶﾞｽ式冷凍冷蔵庫 ○

4 ｹﾛｼﾝ式冷凍冷蔵庫 ○

5 ｿｰﾗｰ式冷凍冷蔵庫 ○

6 ｺｰﾙﾄﾞﾎﾞｯｸｽ ○

7 ﾜｸﾁﾝｷｬﾘｱ ○

8 定電圧装置A ○

9 定電圧装置B ○

10 工具ｾｯﾄ ○

11 ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ ○

12 ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸ ○ ○

13 ｵｰﾄﾊﾞｲ ○

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-3 調達計画 

3-2-3-1 調達方針 

 本プロジェクトは資機材調達案件であり、右の方針に従って計画機材を調達するも

のである。調達適格国は日本・「マ」国・その他第三国とする。調達方式は一般競争

入札を採用し、日本(法)人を契約者とした総価契約とする。なお、第三者検査機関に

委託し調達機材の船積前検査を実施する。 

 調達機材の引渡しならびに対象施設への配布は、EPI ユニットを実施責任機関とし

て実施される。 

   

3-2-3-2 調達上の留意事項 

 近隣諸国（南アフリカ：ダーバン港またはモザンビーク：バイラ港等）からの内陸

輸送となるため通過国の情勢等に注意が必要である。上記港からのルートは他ルート

（タンザニア）に比較し、過去の実績によれば盗難の頻度は少ない。また、本調達機

材（車両以外）はコンテナにて輸送するため、盗難の危険は少ない。 
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3-2-3-3 調達・据付区分 

 日本及び「マ」国の分担業務は以下の通りである。 

 

区分 内容 

日本 機材の調達 

引渡し地(リロングェ市内)までの機材輸送 

「マ」国 引渡し地から対象施設への機材配布 

ソーラー式冷蔵・冷凍庫の据付 

 

 「マ」国側の分担業務に関しては、過去の他ドナーからの援助においても問題なく

機材の配布は行われており、本プロジェクトにおいても問題なく実施されると考えら

れる。ソーラー式冷蔵・冷凍庫の据付は UNICEF の協力が得られる予定である。 

 

3-2-3-4 調達監理計画 

 「マ」国内における調達機材の検収・引渡し業務のため、資機材の納入時期にあわ

せて、日本から調達業者 1名を現地調達監理者として派遣する。 

 

3-2-3-5 資機材等調達計画 

 「マ」国は、本プロジェクトの調達対象機材を全て輸入に依存している。車両につ

いては、国内に主要メーカーの代理店があり部品の調達や修理が可能である。コール

ドチェーン機材の場合、国内に代理店を持つメーカーが少なく、通常 UNICEF に委託

し交換部品を調達している。しかし、調達ルートは確保されているものの、予算不足

や入手までに時間がかかるなど、適時に部品が入手できず長期間機材が稼動していな

いケースも多い。こうした現状に配慮し、本プロジェクトでは WHO/UNICEF 並びにメ

ーカーの推奨品目を標準とした交換部品を調達する。 
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3-2-3-6 実施工程 

  

  実施工程は 11 カ月となる。詳細を表 3‐8に示す。 

表 3‐8 工事実施工程表 

 通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

▼　　交換公文調印(E/N)

▼ コンサルタント契約

計画内容最終確認

入札図書作成

図書承認

    ▽入札公示

現説、図渡し
全

入札、入札評価

期 ▼     業者契約

業者打合せ等

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材製造・調達

車輌製造・調達

出荷前機材照合検査

　ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材輸送

　車輌輸送

検収・引渡し

現地作業 国内作業 第三国作業

（計　6.5ヶ月）

実施設計

調達監理

（計　4.5ヶ月）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3-3 相手国側分担事業の概要 

 

・機材設置場所の確保 

・原則として贈与に基づいて購入される資機材の通関及び国内輸送等に係る経費の負担

と、速やかに実施されることの保証。 

・日本国内の銀行に口座を開設することおよび支払い授権書（A/P）の発行。それらに

係る手数料の支払い。 

・認証された契約に基づき調達される機材および役務のうち日本国民に課せられる関税、

内国税およびその他の財政過徴金の免除手続きをすること。 
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・認証された契約に基づいて供与される日本国民の役務について、その作業の遂行のた

めの入国および滞在に必要な便宜をあたえること。 

・贈与に基づいて購入される機材が、当該プロジェクトの実施のために適正かつ効果的

に維持され使用されること、並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと。また、

贈与によって負担される経費を除きプロジェクトの実施のために必要な維持・管理費

全ての経費を負担すること。 

・調達機材を国内対象施設へ配布すること。 

・ソーラー式冷蔵・冷凍庫の据付（これについてはUNICEFの協力により据付が行われる

予定である。） 

 

 3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

  

  本調達機材は州ワクチン倉庫・県保健局・ヘルスセンターの各施設に配備される。冷

蔵・冷凍庫等のコールドチェーン機材の日常清掃・点検等は各施設の担当者が行ってい

る。冷蔵・冷凍庫の温度管理も毎日定期的に測定し記録されており、ワクチンは正しく

保管されている。これらの機材の簡単な修理は各ヘルスセンターにて実施されているが、

冷蔵庫のコンプレッサー等の故障の場合、県の保健局に配置されているメカニック（2

～3名）が行っている。   

  配送用機材に関しては、自転車のパンク修理等は各施設にて行っているが、オートバ

イ・車両等の修理は工具不足等から、修理レベルにより県にある民間修理工場、又はリ

ロングェ市、ブランタイヤ市等の州都にある代理店等の修理工場で行っている。しかし、

本プロジェクトにて修理工具を調達することにより、定期点検や簡単な修理は各保健局

にて実施できるようになる。 

  燃料費及び修理費は、州ワクチン倉庫配備機材については国家 EPI ユニットの維持管

理費から支出され、各県保健局とヘルスセンターに配備されている機材については、県

保健局予算から支出されている。電気の供給がない施設で使用されている冷凍冷蔵庫

（ガスタイプ・ケロシンタイプ）の燃料は、各県保健局から定期的に供給されており、

冷蔵庫 1台の年間の燃料費は約 US$50（電気式）～200（ガス式）である。 

  スペアパーツが必要な場合は、県または国の在庫を使用するか、在庫がない場合は通

常各県保健局が購入している。しかし、高額な部品の場合は国で購入することもある。

また、UNICEF 等からもスペアパーツ調達の援助を受けている。 
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  なお、本プロジェクトの運営・維持管理に必要な人員は現状の体制で十分であり新規

に確保する必要はない。 

 

 3-5 プロジェクトの概算事業費 

 

 3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

  本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、1.74 億円となり、先に

述べた日本と「マ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条

件によれば、次のとおりと見積もられる。 

 

(1) 日本側負担経費 

                            単位：億円 

事業費区分 金額  

(1)機材調達費 1.54 

 機材費 (1.51) 

 現場調達管理・据付工事費等 (0.03) 

(2)設計監理費 0.2 

 実施設計費 (0.14) 

 施工監理費 (0.6) 

 合 計 1.74 

 

(2) 「マ」国負担経費 

  ソーラー式冷凍・冷蔵庫据付費   12,000US$ (約 140 万円) 

 

(3)積算条件 

① 積算時点  平成 13 年 3 月  

② 為替交換レート １US$ ＝ 114.13 円 

                        1 ﾏﾗｳｲｸﾜｯﾁｬ ＝ 1.53 円 

③ 施工期間 単年度による事業とし、詳細設計、機材調達の期間は実

施工程に示したとおり。 

④ その他      本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実

施されるものとする。 
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 3-5-2 運営・維持管理費 

  本プロジェクトの調達機材は故障または老朽化した機材の補充・更新であり、維持管

理費が大きく発生することはない。日常の保守・点検や燃料の供給も従来の体制を維持

することで対応可能である。一方、各県保健局に修理工具が整備されることにより、こ

れまでの工具不足のために故障した機材が長期間放置される、簡易な修理を第三者に委

託するといったこれまでの状況が改善され、維持費の軽減が期待される。 

   

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 本プロジェクトでは、対象医療施設への機材配布業務を国家 EPI ユニットおよび各県

保健局が担っている。他ドナーによる機材供与案件においても同様の方法が取られてい

るため，業務の遂行に問題はないと考えられる。ただし、通常、貨物到着の連絡を受け

た後各県保健局がリロングェ市内の倉庫に貨物を取りに来て配送するため、引渡し後の

機材配布に時間がかかる。本協力対象事業を円滑に実施するためには、調達機材が医療

施設へ迅速に配布され予防接種活動に活用されるように、国家 EPI ユニットの徹底した

指示・監督が望まれる。 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

4-1 プロジェクトの効果 

 1）直接効果 

 コールドチェーン機材・ワクチン配送用車両・予防接種活動用車両が「マ」国全域に

整備される。 

 

2）間接効果 

① 必要な量のワクチンが必要な場所で適切に保存でき、また必要な量のワクチンが必

要な場所に適切な状態で配送できるようになることから、常に安定したワクチン供

給が可能となる。さらに、付近に保健医療施設が存在しない遠隔地の住民に対する

巡回接種や啓蒙活動などの予防接種活動が適切に行えるようになる。 

② 全国へのワクチン供給が円滑に行われることにより、予防接種活動が改善され、予

防接種率が改善する。 

③ 予防接種対象疾患による罹患率・死亡率が低下し、子供の健康状態が改善される。 

 

 

4-2 課題・提言 

 「マ」国保健人口省は予防接種活動に関して長い経験を持っており、本プロジェクト

の実施能力は高いと考えられるが、以下の事項に留意する必要がある。 

 

1) 調達機材の運営・維持管理は各施設が担当するが、運営維持管理に必要な人員・予

算を確実に確保する。 

 

 

「マ」国の保健医療分野では、ドナーによる定期的な会合を通して、各プログラム

毎に援助協調が行われている。予防接種活動においては、毎年必要なワクチンや注

射器等の殆どが各ドナーからの援助で調達されており、「マ」国だけではまったく

活動ができないのが現状である。本プロジェクトが今後とも継続的に効果を発揮す

るためには、これらのドナーとの長期的な連携が必須である。 

一方、UNICEF等は医療従事者に対して、予防接種活動に関する各種講習会等を開催
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し技術指導をおこなっており、現状では本プロジェクトに関しては技術協力の必要

性はないと考えられる。 

   

4-3 プロジェクトの妥当性 

  

項 目 検 証 結 果 

①裨益対象 

対象地域は「マ」国全土であり、1 千万人が直接的・間接的に裨益

を受ける。1 年あたり、5 才未満児ワクチン接種対象人口 170 万人

が直接的裨益を受ける。コールドチェーン機材は、維持管理によ

っては 10 年近く使用可能なものであり、実際の裨益対象者はこの

数倍以上となる。 

②計画の目的 

本プロジェクトは EPI 用機材及び車両を整備し、予防接種体制の

改善と強化を目的としている。一人一人がワクチンで予防可能な

感染症の脅威から免れ健康を維持することは、社会的損失を最小

限にし、人的資源の開発を促進するものである。 

 

③被援助国の実施体制 

保健人口省は 1976 年より予防接種活動を開始しており、組織運営

能力は問題ない。また、WHO・UNICEF・ICC5などから継続的な技術

的支援が行なわれている。 

④中・長期的開発計画目標 

コールドチェーン機材の調達によりワクチンの安定的な供給が可

能となり予防接種率が改善される。このことは直接的に感染症の

罹患率を下げることになり、「マ」国が国家保健開発計画で目標

とする「子供の死亡率・罹患率の低下」に寄与する。 

⑤収益性 
本計画に収益性はない。調達されるコールドチェーン機材は保健

施設に配備され予防接種活動のためだけに使用される 

⑥環境への影響 特になし。 

⑦実施可能性 日本の無償資金制度上、特段の問題なく実行可能である。 

 

 以上の点から判断して無償資金協力により本プロジェクトを実施することは妥当で

あると考えられる。 

 

 

 

 

 

                                            
5 「マ」国では予防接種活動を支援する援助機関が、相互の支援内容の調整及び情報交換を目的として、1998 年委員会
を設立した。
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4-4 結論 

  本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクト

が広く住民のBHNの向上に寄与するものであるから、協力対象事業の一部に対して、我

が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの

運営・維持管理についても、相手国側体制は現行の体制で問題ないと考えられる。しか

し、相手国側体制において、「4-2課題・提言」に記述したような点が実施・保証され

れば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 
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資料１．調査団員・氏名 

 

 

１．村上 博      Mr.Hiroshi MURAKAMI 

マラウイ所長           （Leader） 

  国際協力事業団      Japan International Cooperation Agency 

 

 

２．田中 正浩      Mr. Masahiro TANAKA 

調査・調達計画１（機材計画）  （Equipment Planner 1） 

日本国際協力システム  Japan International Cooperation System 

 

 

３．設楽 千幸      Ms. Chiyuki SHITARA 

調査・調達計画２（調達計画）   （Equipment Planner 2） 

日本国際協力システム   Japan International Cooperation System 

 

 

 



資料２．調査行程 

 
日　付 行　　　程 滞在地

1 2月21日 水 東京(JL735/17:25)　→　香港(21:30, CX749/23:40)　→ 機中

2 2月22日 木 ヨハネスブルグ（6:30,　SA170/10:20)　→　リロングウェ(12:40) ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ

JICA事務所打合せ、保健人口省表敬・打合せ

3 2月23日 金 サイト調査（カスング県） 同上

4 2月24日 土 市場調査 同上

5 2月25日 日 資料整理 同上

6 2月26日 月 サイト調査（サリマ県） 同上

7 2月27日 火 サイト調査（ブランタイア県） ﾌﾞﾗﾝﾀｲｱ

8 2月28日 水 サイト調査（ゾンバ県・マチンガ県） ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ

9 3月1日 木 サイト調査（リロングウェ県） 同上

輸送業者調査

EPIユニット協議

中央ワクチン倉庫視察

10 3月2日 金 ドナー(ICCメンバー)との協議 同上

11 3月3日 土 市場調査 同上

12 3月4日 日 団内協議 同上

13 3月5日 月 UNICEFとの協議 同上

14 3月6日 火 EPIユニット協議 同上

代理店調査

15 3月7日 水 代理店調査 同上

EPIユニット協議、仕様協議

16 3月8日 木 EPIユニット協議、仕様協議 同上

17 3月9日 金 EPIユニット協議 同上

ミニッツ署名

18 3月10日 土 市場調査 同上

19 3月11日 日 資料整理 同上

20 3月12日 月 JICA事務所報告 ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ

リロングウェ(SA171/13：35)　→　ヨハネスブルグ(16：05)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



資料３．関係者（面会者）リスト 

 
Ser Organization Name Position Section 

1 Ministry of Health and 

Population 

Dr. Wesley Sangala 

 

Chief Technical 

Advisor 

 

2  A. D. Katsulukuta EPI Manager EPI Unit 

3  Moussa Valle EPI Logistics Officer EPI Unit 

4  A. M. Tambuli EPI Data officer EPI Unit 

5 Kasungu District Health 

Office 

Dr. Edgar Kuchngale  District Health 

Officer 

 

6  E. Chalungama   

7  J. Chitsime   

8 Salima District Health 

Office 

N. Mkandawire 
 

  

9  B Mwale   

10 Blantyre District Health 

Office 

Rhoda Kammwamba 

 

D.MCH Coordinator MCH 

11  Sabbinar Mlusu R. FP. Coordinator Family Planning 

12 Zomba District Health 

Office 

Lingstone B.C. Phiri 

 

D.MCH (EPI) 

Coordinator 

MCH 

13  Lincy Maunga 

 

Community Health 

EPI Coordinator 

MCH 

14  Nellie Mkhupela 

 

District Nursing 

Officer 

Nursing 

15 Machinga District Hospital Nancy Gunde MCH Coordinator MCH 

16  Alice C. Chisutu MCH Coordinator MCH 

17  Ellen Thom District Public Health 

Nurse 

Family Health 

18 WHO Dr. Nerayo Teklmichael Representative  

19 UNICEF Dr. Juan J. Ortiz-Iruri Head Health Section 

20 DFID 

 

Audrey Kettaneh Health and 

Population Officer 

Health and 

Population 

21  Catherine Hara 

 

Program Development 

Officer 

Health and 

Population 

22 USAID Mexon Nyrongo 

 

Health Development 

Specialist 

 

23 Royal Norwegian 

Embassy 

Jan H. Olsson 

 

First Secretary  

24 JICA Minoru Yoshimura 

 

Deputy Resident 

Representative 

 



Ser Organization Name Position Section 

25 

 

 Tomoko Harada 

 

Project Formulation 

Advisor 

 

26  E. Kachale   

27  Dereck L. Mmanga 

 

Chief Program 

Officer 

 

 
 





















資料６．参考資料/入手資料リスト 

 

資料名 ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ｺﾋﾟｰ 数量 収集先

Malawi Expanded Programme on Immunization, National EPI comprehensive review Report,
July, 1999 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 Ministry of Health and

Population

Malawi Expanded Programme on Immunization, Plan od action for the year 2001, ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 Ministry of Health and
Population

TRIP REPORT, Visit to Malawi EPI (22-26 Oct.2000) ｺﾋﾟｰ 1 UNICEF

Minutes of the Inter-Agency Coordinating Committee(ICC), Meeting held on 2 March 2001 ｺﾋﾟｰ 1 WHO

Malawi National Health Plan 1999-2004 (draft) ｺﾋﾟｰ 1 Ministry of Health and
Population

A Vision for the Health Sector in Malawi ｺﾋﾟｰ 1 Ministry of Health and
Population

10-day Rainfull and Agrometeorological Bulletin ｺﾋﾟｰ 1 Ministry of Health and
Population

Proposal for support submitted to the Global Alliance for Vaccines and Immunization and the
Global Fund for Children's Vaccines ｺﾋﾟｰ 1 The　Government of the

Republic of Malawi

National Vaccine Supply Strategic Plan 1996-2000 ｺﾋﾟｰ 1 Ministry of Health and
Population
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